
次期砺波市行政改革大綱（令和3年度～7年度）の策定について

１　策定の必要性

　社会経済情勢が大きく変化する中、多様化・複雑化する行政課題に迅速・
的確かつ効率的に対応していくためにも、次期行政改革大綱を策定し、改革
に不断に取り組んでいく必要がある。

　社会経済情勢の変化 　多様化・複雑化する行政課題

・国、地方の借金が1,100兆円に
・人口減少社会、超高齢社会
・地方創生の推進
・働き方改革の推進
・Society5.0（5Gなどの最先端技術
-による第5の新たな社会）の到来
・新型コロナによる社会変化

・社会保障費の増嵩
・公共施設等の老朽化・再編
・市民協働と広域連携の推進
・自然災害に対する危機意識の高まり
・RPA、ＡＩ等の活用
・マイナンバーカードの普及

限られた財源で最大の効果が得られるよう、引き続き選択と集中による行政
改革を実行することが不可欠

２　策定の進め方

　策定にあたっては、現大綱をベースに、「基本方針」は維持しつつ、「具体的
な実施項目」及び「主な取組事項」について追加、整理をする。

１　市民の視点に立った協働のまちづくりの推進基本方針

（１）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・具体的な実施項目

○・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・主な取組事項

（参考１）　砺波市行政改革大綱の策定数次、取組期間等

平成１８年度～平成２２年度第１次

平成２３年度～平成２７年度第２次

平成２８年度～令和２年度第３次

例

一部改定

全部改定

令和３年度～令和７年度第４次

一部改定

1

資料７－１



３　策定スケジュール

行革市民会議行革推進本部行革庁内会議

令
和
元
年
度

令
和
２
年
度

３
年
度

■策定の基本的な
-方針、スケジュー
-ル等を協議

■大綱案を協議

■推進計画案を決定

■大綱案への意見

■大綱案を決定

■推進計画案を協議

■推進計画案への
-意見

■新行革大綱・推進計画　スタート

平成３０年度以降に見直しを行った県内自治体の見直し状況（抜粋）

新大綱における「基本的な方針」
　①協働・共創による質の高い行政経営の推進
　②効率的・戦略的な財政運営
　③職員と組織の質の向上

射
水
市

新大綱における新規の「取組事項」（抜粋）
　・RPAの有効活用
　・IoT利活用の推進
　・公共交通におけるICTの活用
　・ICTを活用した学習活動の充実
　・時間外勤務の縮減
　・会計年度任用職員制度の適正運用

新大綱における新規の「取組事項」（抜粋）
　・申請手続きの簡素化（電子化）
　・RPA最新技術導入の推進
　・働き方改革の推進

魚
津
市

新大綱における「基本的な方針」
　①新たな課題やニーズに対応できる行政運営
　②健全な財政基盤の確立
　③公共施設マネジメントの推進

砺
波
市
も
現
大
綱
で
既
に
基
本
方
針
に
位
置
づ
け
て
い
る

砺
波
市
は
現
大
綱
で
既
に
実
施
項

目
に
位
置
づ
け
て
い
る

（参考２）

■策定の基本的な
-方針、スケジュー
-ル等を決定

■策定の基本的な
-方針、スケジュー
-ル等を説明
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